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監査のテーマ：外郭団体との契約等に関する財務事務の執行について 

第２章 各論 

第１ 外郭団体への職員派遣及び補助金等の支出 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

１ 委託料等による給与等の支給について  

（報告書P71）  

千葉市では、例えば人件費補助金のような形で明

確に使途を人件費に特定して委託料等を支給して

いるわけではない。しかしながら、派遣先の団体に

おいて派遣職員の人件費の相当部分について千葉

市からの委託料を財源としている。この意味におい

ては、派遣法第6条第2項の規定によらずに、派遣職

員の人件費を支給していると評価されうる状態に

ある。  

そして、千葉市では、条例の変更等による支給方

法の変更は予定していないことから、平成 23 年度

末までの目標である派遣職員の引き揚げが完了す

るまでこの状態が続くことになる。 

 

 

委託料等による給与の支給については、平成 

24 年 4 月から千葉市公益的法人等への職員の派

遣等に関する条例第 4条の規定に基づき、「給料、

扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当」は

市から直接支給し、その他の手当は派遣先の団体

が自主財源から支給することとした。 

平成２２年度包括外部監査結果報告書における指摘事項への措置状況について 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

２ 給与・手当の支給範囲  

ア 都市整備公社（報告書P72）  

「派遣条例」第4条においては、職員の派遣期間

中に給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末

手当の全額までを支給することが可能とされてお

り、また、共済組合等の事業主負担金は「協定書」

により派遣団体が負担するものとされている。な

お、地方公共団体の職務の特殊性に関連した手当や

時間外手当等勤務時間の管理を前提とする手当等

については、派遣法第6条第2項の規定に基づいて支

給される給与としてはなじまないとの総務省の見

解がある。  

このことから、千葉市の事業を受託している場

合、条例で直接支給を規定していない手当や福利厚

生費について実態としては委託費を介して支給さ

れているとみなされる可能性がある。  

「派遣条例」第4条により、本来、千葉市の直接

支給が可能とされる給料・諸手当の人件費総額に占

める割合は、都市整備公社の場合は73.0％である。  

次に、管理職手当、通勤手当、時間外手当、休日

手当及び勤勉手当の現行の「派遣条例」の規定対象

外となっている手当の人件費総額に占める割合は

16.2％となっている。  

さらに「協定書」で派遣先団体が負担すべきもの

とされている共済関係や県互助会等の福利厚生費

の人件費総額に占める割合は10.9％である。  

これに対して、人件費支給総額に対する財源の充

当割合は、千葉市の受託事業72.3％、自主事業

27.5％であり、「派遣条例」で規定された給与・手

当を千葉市から直接支給し、その他の手当及び福利

厚生費について自主事業を財源として充当するこ

とは不可能とはいえない。  
 

 

 

都市整備公社への市派遣職員の給与・手当の支

給範囲については、平成 22 年度をもって市職員

の派遣を取り止めた。 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

イ みどりの協会（報告書P72）  

「派遣条例」第4条においては、職員の派遣期間

中に給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末

手当の全額までを支給することが可能とされてお

り、また、共済組合等の事業主負担金は「協定書」

により派遣先団体が負担するものとされている。  

なお、地方公共団体の職務の特殊性に関連した手

当や時間外手当等勤務時間の管理を前提とする手

当等については、派遣法第6条第3項の規定に基づい

て支給される給与としてはなじまないとの総務省

の見解がある。  

このことから、千葉市の事業を受託している場

合、条例で直接支給を規定していない手当や福利厚

生費について実態としては委託費を介して支給さ

れているとみなされる可能性がある。  

「派遣条例」第4条により、本来、千葉市の直接

支給が可能とされる給料・諸手当の人件費支給総額

に占める割合は、みどりの協会の場合は72.7％とな

っている。  

次に、管理職手当、通勤手当、時間外手当、休日

手当及び勤勉手当の現行の「派遣条例」の規定対象

外となっている手当の人件費総額に占める割合は

16.6％となっている。  

さらに「協定書」で派遣先団体が負担すべきもの

とされている共済関係や県互助会等の福利厚生費

の人件費総額に占める割合は10.7％である。  

これに対して、人件費に対する財源の充当割合

は、千葉市の事業90.2％自主事業9.5％であり、「派

遣条例」で規定された給料・手当以外の諸手当及び

福利厚生費について自主事業を財源として充当す

ることは不可能と試算される。  

ただし、千葉市の事業のうち指定管理事業からの

充当額が人件費総額の42.7％を占めるため、この分

を加味すると人件費総額の52.2％が千葉市の受託

業務以外からの財源となるため、指定管理事業の委

託費まで範囲を拡大すれば充当可能な水準となる。  

 

みどりの協会への市派遣職員の給与・手当の支

給範囲については、平成24年4月から千葉市公益

的法人等への職員の派遣等に関する条例第4条の

規定に基づき、「給料、扶養手当、地域手当、住

居手当及び期末手当」は市から直接支給し、その

他の手当は派遣先の団体が自主財源から支給す

ることとした。  
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第２ 財団法人千葉市みどりの協会との契約 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

１ 害虫防除委託業者選定方法について  

（報告書P107）  

平成21年度の害虫防除については、みどりの協会

経理規程第51条第1項7号（6）を根拠として単価の

見積合せを実施して委託業者を決定している。  

害虫委託の見積合せを実施する際の起案書には、

見積予定業者の3社を当該業務に関する実績並びに

地域性を考慮して選定した旨が記載されている。  

みどりの協会経理規程第51条第1項7号（6）にお

いて随意契約が可能としている趣旨は、少額な案件

について一般競争入札実施することの負担軽減を

図ることであると考えられる。害虫防除契約に関し

ては単価契約であるため、予定単価4,944円と予定

価格1,000千円未満となっている。しかし、平成21

年度の害虫防除関連の業務委託料予算は5地区合計

で17,000千円であることを考慮すると、年間実施業

務の委託費は1,000千円を超えることは明らかであ

り、随意契約によることができる場合には該当しな

い。原則通り一般競争入札を実施することが必要で

あった。  

なお、平成22年度より害虫防除業務については希

望型競争入札制度に移行しており、上記の問題は生

じていない。  

 

 

害虫防除委託業務については、平成22年度から

希望型指名競争入札に移行した。  
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

２ 害虫防除実施時期について（報告書P108）  

平成21年度害虫防除業務については6月11日に見

積合わせを実施し、請負業者との間で単価契約を締

結している。請負業者は、みどりの協会からの指示

書にもとづき、薬剤散布等の害虫防除業務を実施す

る。指示書には委託内容、金額（単価×数量）、完

成期限等が記載されており、請負業者は完成期限ま

でに業務を実施し、写真等の作業記録をみどりの協

会に提出している。みどりの協会ではこれらの提出

資料をもとに検査報告書を作成し、業務の検収を行

っている。  

平成21年度の害虫防除業務の管理資料を確認し

たところ、中央・美浜区街路樹害虫防除委託の工事

写真台帳にある写真に写されている｢街路樹薬剤散

布のお知らせ｣に記載されている実施期間と、みど

りの協会が請負業者に出した害虫防除業務実施の

指示を行う指示書に整合しない点が見られた。な

お、他の地区に関しては、工事写真台帳の写真に｢街

路樹薬剤散布のお知らせ｣は無く、同様な問題点の

有無に関しては判明しなかった。  

害虫防除委託仕様書においては、害虫の発生が認

められ、みどりの協会監督員からの指示があった場

合は、防除作業の予告看板である｢街路樹薬剤散布

のお知らせ｣を設置して作業実施の周知を図る旨が

記載されている。請負業者より提出された工事写真

台帳の写真に写されている｢街路樹薬剤散布のお知

らせ｣の日付は、多くの案件で指示書の出る前の日

付となっている。｢街路樹薬剤散布のお知らせ｣を見

る限り、みどりの協会の指示に基づかない害虫防除

作業が実施されていたこととなる。  

一部作業案件については、｢街路樹薬剤散布のお

知らせ｣に記載の薬剤散布日時が作業単価の見積合

せ実施日である平成21年6月11日以前となってお

り、害虫防除作業委託業者の決定前に害虫防除作業

が行われていたこととなる。中央・美浜区の見積合

せ参加業者の決定に際しての起案書には、当該業務

に関する実績並びに地域性を考慮して選定を行っ

た旨が記載されているが、業者選定の前に特定業者

が業務を実施し見積合せの結果、当該業者が選定さ 

 

害虫防除業務については、業者選定前に業者が

作業を実施することがないよう、平成22年4月1

日に契約を締結し、指示書の発行及び請負業者の

監督についても適切に行うこととした。 
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監査の結果 講じた措置 

れている状況にあっては、見積業者の選定及び見積

合せが適切になされたかどうかに疑義が残る状況

となっている。  

また、みどりの協会は、実際の作業日とは異なっ

た日付での指示書を発行し、検査報告書を作成して

いる。みどりの協会が業務のコントロールを行うた

めに、指示書は重要な書類である。指示書の発行を

適切に行い、請負業者の業務の監督を適切に行う必

要がある。  

なお、平成22年度の業者選定に関しては、平成22

年4月1日に単価契約を締結していることから、業者

選定前に業者が作業を実施することは生じない。た

だし、指示書による請負業者の監督を適切に実施す

べき点については、引き続き留意すべき事項であ

る。  

 

 

３ 剪定等単価契約業務及び害虫防除業務の作業 

記録について（報告書P109）  

請負業者は、作業記録を写真及び日報の作成によ

り行う。害虫防除委託仕様書において作業記録の写

真に関しては、小黒板にいくつかの表示を行うよう

記載されている。  

しかしながら当該仕様書には、作業の実施日を示

す情報は記載されておらず、実際の作業日の情報は

判明しない。同様な小黒板の表示は年間管理業務の

仕様書にもあるが、当該仕様書には路線名の下段に

撮影年月日を記載するひな型となっている。  

剪定等単価契約業務及び害虫防除業務の作業記

録として提出された資料の写真を確認したところ、

写真の撮影年月日は刻印されておらず、作業日を確

認することはできない状況であった。指示書に定め

る期間内に業務を行っているかを確認するため、小

黒板における日付の表示及び写真撮影時に写真の

日付を入れるように仕様書を改訂することが必要

である。  

 

 

剪定等単価契約業務及び害虫防除業務の作業

記録については、平成23年度から仕様書を改定

し、小黒板に日付を記載したうえで写真撮影する

こととした。  
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

４ 単価契約について（報告書P110）  

「いなげの浜管理及び監視業務」における再委

託のうち、一般廃棄物処理委託についてはみどり

の協会経理規程第51条第1項第7号を根拠に相見積

による随意契約で締結されている（実績額：1,467

千円）。協会によると「本来100万を超える委託契

約は、希望型指名競争入札であるが、単価契約に

ついては、市の所管部署と足並みをそろえ随意契

約で実施した」と回答を受けている。  

しかし、当該契約は予算策定時点でも1,263千円

と100万円を超えており、本来なら希望型指名競争

入札を実施すべきであった。  

なお、平成22年度は希望型指名競争入札に移行

しており上記の問題は生じていない。  

 

「いなげの浜管理及び監視業務」における再委託

のうち、一般廃棄物処理委託については、平成 22

年度から希望型指名競争入札に移行した。 

５ シルバー人材センター等との随意契約理由に 

ついて（報告書P110）  

平成21年度のみどりの協会からの再委託では、

シルバー人材センターや障がい者団体との契約

は、みどりの協会経理規程第51条第1項1号「契約

でその性質又は目的が競争入札に適さないものを

するとき」を根拠に随意契約を締結している。  

しかしながら、業務の性質・目的は除草・清掃

等であり、競争入札に適さないものとはいえず、

経理規程第51条第1項第1号を根拠とする随意契約

は実態に即したものではなかった。  

みどりの協会によると、シルバー人材センター

や障がい者団体等の有効活用を指定管理業者選定

時の提案書で記載し、千葉市に提出しているもの

の、これに対応する経理規程の該当規定を改訂す

ることを失念していたとのことである。  

なお、平成 22 年 5 月に当該経理規程を改訂し、

シルバー人材センターや障がい者団体等との契約

を第 51 条第 1 項 3 号に基づいて、「別に定める手

続き（業務委託指名業者選定等委員会要綱）」によ

り随意契約を締結している。  

 

 

シルバー人材センター等との契約については、

平成22年5月に経理規程を改正し、随意契約による

役務の提供を受けることができる対象に加えた。  
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第３ 財団法人千葉市都市整備公社との契約 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

１ 工事設計書の決裁について（報告書P145）  

工事契約の入札にあたっては、設計金額を見積

もり、「工事設計書」として「執行回議書（工事）」

に添付して決裁を受けることとなっている。また、

決裁を受けた設計金額については低入札調査基準

価格の算定の基礎となる。  

平成 21 年度の工事契約である「排水施設新設工

事（高田排水路 21-1 工区）」について「執行回議

書（工事）」に添付された「工事設計書」の直接工

事費等の内訳金額が実際と異なるものであった。

その理由は「工事設計書」の決裁中に設計内容修

正の指示があり、新たな「工事設計書」が作成さ

れたが、決裁は修正前の「工事設計書」で受けて

しまい、後日気づいたときに「工事設計書」の差

し替えを行ったことによるものであった。その結

果、低入札調査基準価格は修正前の設計書で計算

したため本来算定されるべき正しい金額とは異な

る金額が算定されていた。ただし、本来算定され

るべき金額との誤差は 258,000 円で、当初算出し

ていた低入札価額調査の基準値を同額下回ること

になったが、結果として落札価格が低入札調査に

該当する事態にはならなかった。  

結果として、修正前の「工事設計書」で決裁を

受けたことによる実質的影響はなかったといえる

が、決裁を受ける際の添付書類に関しては、それ

が決裁を受けるべき正しい書類であるか、より慎

重に確認を実施することが望まれる。 

 

工事設計書の決裁については、平成22年度をも

って市からの委託による工事発注等は終了してお

り今後についても市が委託する予定はないことか

ら、同様の事態が発生することはない。  
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

２ 一般競争入札における一者入札について  

（報告書P145）  

平成21年度に実施された千葉市稲浜公民館昇降

機設置工事等については、一般競争入札による業

者選定を行っているものの、一者入札となってい

た。  

いずれの工事についても、一者入札となった原

因については特に調査していないとのことであっ

た。  

また、中央区役所・千葉市美術館空調・熱源設

備等改修工事等については、落札者以外の参加者

が入札前に辞退または書類不備により失格し、実

質的に一者入札になっていた。  

いずれについても、入札参加を辞退した業者の

辞退理由については辞退届に記載されているもの

の、入札辞退等により実質的に一者入札となった

原因についての調査は特に行われていないとのこ

とであった。  

いずれも施工可能業者が一者のみというような

特殊な工事であるとは考えにくく、一般競争入札

を行っている以上、都市整備公社はこのような事

例に関しても競争性は確保されていたと考えてい

る。しかし、競争性を向上させる対応策を確立す

るためにも、このような一者入札のケースについ

て、都市整備公社において、その理由を調査すべ

きである。  

 

 

一般競争入札における一者入札については、平

成22年度をもって市からの委託による工事発注等

は終了しており今後についても市が委託する予定

はないことから、同様の事態が発生することはな

い。  

 

３ 建設原価の確定通知について（報告書P146）  

施設整備が完了した際には、都市整備公社から

千葉市に対し、委託業務の完了報告と共に建設原

価の確定通知がなされる。この際に、千葉市は建

設原価の通知を受けるのみであり、通知された建

設原価の適切性を千葉市として特に確認する行為

は実施していないとのことである。  

建設原価の確定により千葉市の負担額が決定す

るのであるから、都市整備公社において建設原価

が適切に算定されているか否かは非常に重要であ

る。千葉市として、通知された建設原価の適切性

を確認する必要がある。  

 

建設原価の確定通知については、平成22年度を

もって市からの委託による工事発注等は終了して

おり今後についても市が委託する予定はないこと

から、同様の事態が発生することはない。  
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

４ 委託事務費率の算定方法の見直しについて  

（報告書P146）  

現在の委託事務費の算定方法は、平成19年度の

時点において算定された事務費率に基づいて決定

されている。一方、都市整備公社は、平成19年度

と平成20年度以降では、業務の内容に以下のよう

な変更が見られる。  

ア 旧財団法人千葉市駐車場公社との統合によ

る駐車場事業の実施  

イ 千葉市土地開発公社の保有土地および駐車

場の管理事業の受託  

ウ 下水道事業の受託の終了  

事務費率の算定の際に行われた必要経費の試算

においては、平成16年度の包括外部監査における

指摘に基づき、原則として平成19年度における経

費の実績及び予算を用いている。平成16年度の包

括外部監査においては、委託契約ごとに原価計算

を実施することにより実際の委託事務費を算定

し、それを参考に事務費率を算定するべきである、

と指摘されているが、実際には都市整備公社にお

いては原価計算制度が構築されていないため、次

善の策として平成19年度における経費の実績及び

予算を用いているものである。これは、従来の委

託事務費率の決定方法との比較においては、より

適切な方法が採用されたと考えることができる。  

一方で、平成 19 年度の経費の予算及び実績は平

成 19 年度の事業内容を前提としたものである  

から、平成20年度以降の事務費率の算定のための

経費試算においては、当然のことながら、平成19

年度の実績をそのまま用いるのではなく、平成20

年度以降の事業内容の変更点を可能な限り考慮す

る必要がある。  

上記の要因による増収分や人件費の削減経費の

算入については、事務費率を決定した際には人事

配置等の不確定要素が多く正確な経費が把握でき

ないため、これを含めた試算は困難な状況であっ

たが、上記ウに記載の通り、下水道事業の受託終

了による直接経費の削減効果と、駐車場事業及び

土地管理受託事業の間接経費負担分を概算するこ 

 

 

委託事務費率の算定方法の見直しについては、

平成22年度をもって市からの委託による工事発注

等は終了しており今後についても市が委託する予

定はないことから、同様の事態が発生することは

ない。  
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

とにより、平成20年度以降の事業内容の変更を一

部反映した必要経費を算定した上で、委託事務費

の試算を行っている。  

このように、平成 19 年度において算定された事

務費率は、算定の時点では、平成 20 年度の事業内

容の変更点を可能な範囲で考慮されていると考え

ることができる。しかし、当時の試算はあくまで

仮定による計算であり、当時の経費試算が平成 20

年度及び平成 21年度の実績と整合しているかどう

かは明確ではない。従って、まず当時の経費試算

が平成 20 年度及び平成 21 年度の実績と整合して

いるかどうかを検証する必要がある。そして、も

し平成 19 年度当時の試算と平成 20 年度及び平成

21 年度の実績とが整合していない場合は事務費率

の見直しを再度行い、委託事務費の算定方法の見

直しを行う必要がある。  
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

５ 千葉市による都市整備公社への委託業務の実 

施状況のモニタリングについて（報告書P147）  

千葉市は、都市整備公社の実施する工事に関し

て都市整備公社が委任または請負契約を締結した

際には、契約締結通知書の提出を受ける。さらに、

委託業務の執行状況について、随時に調査もしく

は検査を実施することができる。また、受託者た

る都市整備公社に対して資料の提出を求めること

ができる。これらは、千葉市による都市整備公社

の委託業務に対するモニタリングの機能を定めて

いるといえる。  

上記のモニタリングの実施状況につき質問した

ところ、契約締結通知書の提出と資料の提出につ

いては実施されているが、実際には、随時の調査

もしくは検査については実施されていないとの回

答であった。  

都市整備公社の委託業務に係る請負工事の品質

確保は、実際上都市整備公社が実施する監理業務

（外部委託を含む）によって図られていると考え

ることができるため、都市整備公社の業務の品質

確保は、施設整備事業の品質を確保する上で非常

に重要であるといえる。従って、千葉市は、少な

くとも工事実施中の都市整備公社の業務につい

て、随時報告を求め、必要に応じて調査及び検査

を行うべきである。  

 

 

都市整備公社への委託業務の実施状況のモニタ

リングについては、平成22年度をもって市からの

委託による工事発注等は終了しており今後につい

ても市が委託する予定はないことから、同様の事

態が発生することはない。  
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第４ 千葉都市モノレール株式会社との契約 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

１ 事務費について（報告書P171）  

H21年度では千葉都市モノレール電力管理シス

テム更新工事委託などの契約で、事務費として契

約金額の4.5％を会社に支払っている。会社に事務

費を支払う理由として、本来は千葉市が行うべき

業務を会社に委託し、会社で調達業務等の管理業

務を実施しているため、会社で受託することによ

る追加の管理業務について支払っているとのこと

である。支払う根拠として、「維持管理の費用負

担に関する協定書」の４．に「乙の事務費は、契

約金額4.5％とし」と記載されており、この規定を

適用し、契約書に事務費として契約額の4.5％を支

払う旨の定めているとのことである。  

しかし、この協定書は「維持管理の費用負担に

関する協定書」であり、施設の更新改良に関して

は別途「施設の更新改良に関する協定書」がある

が、こちらには事務費に関する記載はない。施設

の改良及び更新に関する契約の事務費に関しては

支払う根拠が弱いと考える。  

会社に事務費を支払う理由は、維持管理も設備

の更新改良も同じであると考えられるので、設備

の更新改良について事務費を支払うこと自体につ

いては問題があるとは思われない。ただし、施設

の更新改良に関する協定書等を修正する等によ

り、設備の更新改良についても、事務費を支払う

ことについての根拠を明確にすべきであると考え

る。  

 

設備の更新改良に係る事務費については、平成

23年9月に千葉都市モノレール施設の更新改良に

関する協定書に事務費に係る費用負担の規定を追

加し、支払いの根拠を明確にした。  

 

 


